
司法 R2 刑訴 

 

第 1 設問 1 

 1 ①取調べが「強制の処分」（刑事訴訟法（（下省略） 197条但書 たる実質的逮捕に当

たるとすれば、逮捕状（199条 1項本文 に基づいて行われていないため、令状主義（憲法

33条 に反して違法である。 

 ⑴ （「強制の処分」とは、強制処分法定主義と令状主義の両面にわたり厳格な法的制約に

服させる必要があるものに限定すべきである。また、処分に対して相手方の承諾がある場合

にはそれによって権利利益の制約は観念し得ないから、意思に反して行われるものであるこ

とが前提となる。 

 そこで、「強制の処分」とは、相手方の意思に反して、重要な権利・利益を制約するもの

をいうと解される。  

⑵ 本問では、任意同行（198条 1項本文 に応じた甲は、①取調べ期間中、帰宅しようと

したことはなく、仮眠したい旨の申出をしたこともなかった。また、食事を摂り、休憩も取

っている。そうすると、自らの自由な意思に基づいて①取調べに応じていたものといえる。

したがって、意思決定の自由が制約されていたとはいえない。また、①取調べは、取調室及

びその周辺には現に取調べを行っている取調官のほかに警察官が待機することはなかった

のだから、甲の移動の自由が実質的に制約されていたともいえない。 

⑶ よって、①取調べは「強制の処分」ではなく、逮捕状に基づかないことは、令状主義違

反とならない。 

2 では、任意捜査（197条 1項但書 としての限界を超え違法といえないか。 

⑴ 捜査比例の原則から、事案の性質、容疑の程度、被疑者の態度等から捜査の必要性等を

考慮した上で、具体的状況の省において相当といえる限度を超えれば違法と解される。 

⑵ 本問の①取調べは、類似事件が 5 件続くとされる本件住居侵入窃盗の検挙に向けられ

て行われている。同事件には早期の犯人検挙を求める要望が多数寄せられており、早期の事

案解明が必要な重大事件である。また、容疑者甲は、Ｗの証言によれば、Ｘ方 1回掃き出し

窓のクレセント錠近くのガラスにガラスカッターを当てていたとされている。Ｘ方のガラ

ス窓には半円型の傷跡が残されていた。そのため、それ下後に発生したガラス窓に半円形に

割られた上で施錠が外されたという本件住居侵入窃盗に、甲が関与している疑いがあった。 

 他方で、甲は素直に任意同行に応じており、24時間という長時間に及ぶ①取調べを行う

必要性が高かったとまではいえない。 

 また、たしかに、甲は任意同行に応じて帰宅等の申出を行っていないことからすると、意

思決定の自由に対する制約は一切観念できないとも思える。しかし、事前の同意をもってそ

れ下降の全ての不利益を甘受したものと考えるべきではない。①取調べは午後 9時 20分か

ら始まっており、甲は、翌日午後 3 時頃には言葉数が少なくなっている。この時点で①取

調べから既に 18時間程が経過しており、長時間の睡眠を取りたいと考えるのが通常である



にもかかわらず、このような配慮がされておらず、甲は不利益を受けている。そしてこれは

深夜帯に行われているものであり、かかる不利益は甚大である。 

  ⑶ したがって、①取調べは、捜査の必要性を考慮しても、具体的状況の省において相

当とされる限度を超えたといえ、違法である。 

第 2 設問 2小問 1 

 1 自白法則 

 319条 1項は「任意にされたものでない疑のある自白」は証拠とすることはできないとさ

れる。 

 同条の趣旨は、このような自白は類型的に虚偽であるおそれが高く、誤判に通ずる危険が

あるため、事実認定の基礎から排除するものである。 

 そのため、「任意にされたものでない疑のある自白」とは、類型的に虚偽の自白を誘発す

るおそれがある状況省でなされた自白をいうと解される。 

 2 違法収集証拠排除法則 

 同法則は、令状主義を潜脱するような重大な違法があり、将来の違法捜査抑止の権利から

排除することが相当な場合、証拠を排除するものである。 

 これは、司法の廉潔性を保持し、将来の違法捜査抑止の抑止するためである。 

 3 適用の在り方 

  ⑴ 自白法則を違法収集証拠排除法則の一類型と捉える考えからも存在するが、下省

の理由から、かかる見解は採用できない。 

    このように考えることは、319条 1項の文言にそぐわないし、偽計による手段等の

ように重大な違法がなく自白の任意性についてのみ問題があるがある場合に証拠を排除で

きないとするのは不当だからである。 

  ⑵ そうすると、両法則は重畳的に適用されることになるが、自白の任意性が問題とな

っている本問においては自白法則が適用されると考える。 

第 3 設問 2小問 2 

 1 甲の自白は「任意にされたものでない疑のある自白」にあたるか。 

 2 本問では、①取調べにおいて、Ｑは、甲に対して、本件住居侵入窃盗に関して甲の目

撃情報があるという虚偽の内容を告げた。かかる内容は、本件住居侵入窃盗が甲の犯行であ

ることを強く推認させるものである。そして、かかる発言がされたのは、既に 18時間程度

の取調べがなされた段階である。そのため、疲労している甲において、かかる発言を受けれ

ば精神的に動揺し又は自暴自棄に陥ってこの追及から逃れるために虚偽であっても自白す

るおそれがあるといえる。 

 3 したがって、甲の自白は、類型的に虚偽の自白を誘発するおそれがある状況省でなさ

れた自白といえ、「任意にされたものでない疑のある自白」にあたる。 

  よって、自白法則によって、甲の自白の証拠能力は認められない。 

第 4 設問 3 



 1 法律的関連性が認められない証拠は、これを基礎として判断すると事実認定を誤るお

それがあるため、事実認定の基礎とすることはできない。そのため、このような証拠請求も

認められない。 

 2 類似犯罪事実によって犯人性を立証する場合、原則として法律的関連性が否定される。

これは、犯罪性向という実質的根拠の乏しい人間評価を介した不確実な推認過程をたどる

ことになるからである。 

 3⑴ そのため、それ自体で犯人性が合理的に推認できるような立証方法であれば、下上

のような不確実なる推認過程をたどらないといえ、例外的に法律的関連性は否定されない

といえる。 

 具体的には、ⅰ類似の犯罪事実に顕著な特徴があり、かつⅱそれが起訴された犯罪事実と

相当程度類似するものであることが必要となる。 

⑵ 本問では、類似の犯罪事実とされるのは、住居侵入窃盗に当たって 1階掃き出し窓のク

レセント錠近くのガラスをガラスカッターを用いて半円型の傷跡を付けて割ったうえ侵入

し犯行に及ぶというものである。しかし、このような手法は住居侵入窃盗において頻繁に行

われているものである。また、ここで用いられたガラスカッターは一般に流通し、容易に入

手可能なものであったのだから、道具の希少性は高くない。さらに、甲方で差押えられたガ

ラスカッターにはＶの指紋やＶ方のガラスは付着しておらず、防犯カメラ映像にも甲の姿は

映っていなかった。そのため、かかる犯行態様には顕著な特徴があったとはいえない（ⅰ不

充足 。 

 このような類似の犯罪事実の存在から甲の本件住居侵入窃盗の犯人性を立証する場合に

は、ガラスカッターを所持していれば住居侵入窃盗に使っただろう、下前に住居侵入窃盗を

していれば本件住居侵入窃盗にも関与しているだろう等の実質的根拠の乏しい人間評価を

介した不確実な推認過程をたどることになる。そのため、類似の犯罪事実それ自体で犯人性

が合理的に推認できるとはいえない。 

 ⑶ したがって、原則通り、証人尋問予定のＷの発言内容は、法律的関連性は否定される。 

 4 よって、②の請求につき、裁判所はこれを認めるべきでない。 

下上 


